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１．事業の概要

項目 諸元

流域面積 2,360km2

幹川流路延長 183km

流域内人口 約5万人

流域内市町村 5市3町6村

熊野川流域の諸元

熊野川で営まれる御船祭

熊野速玉大社

奈良県

三重県

市田川

熊
野
川

瀞峡

熊野本宮大社

熊野那智大社

参 詣 道

新宮川水系

熊野本宮大社

・ 熊野川（水系名：新宮川水系、河川名：熊野川）は、その源を奈良県吉野郡天川村の山上ヶ岳（標高1,719m）に発し、途中、北
山川と合流し熊野灘に注ぐ、流域面積2,360km2、幹線流路延長183km、流域内人口約5万人の一級河川である。
・ 流域の歴史は古く、宗教文化の中心地として知られ、特に熊野川下流域の熊野本宮大社から熊野速玉大社の間は、世界に
類を見ない世界遺産「川の参詣道」に指定されている他、歴史的資源が多数存在する。

熊野川

熊野川下流部（平成29年1月撮影）

(1/2)

熊野速玉大社

市田川

□流域の概要

１

熊野灘

▲山上ヶ岳
大台ヶ原

和歌山県



導
水
路

１．事業の概要 (2/2)
■事業の目的

水質の改善及び地域と連携した水辺整備による河川利用の推進。

■事業概要
新宮川水系熊野川における環境整備事業は、これまで３箇所で事業を実施。

○水環境整備事業
＜市田川浄化事業＞ H19完了
・熊野川支川市田川、その上流の浮島川及び「浮島の森」の水質改善。

○水辺整備事業
＜新宮川水辺プラザ＞ H13完了
・水際部の文化資源を保全し、地域の交流拠点となるような「にぎわいのある水辺」の創出。

＜池田港地区かわまちづくり＞H30年度供用開始予定
・熊野古道（川の参詣道）とまちなかの歴史資源をつないだ水辺の利用推進。

■整備状況

・事業期間

平成3年度～平成34年度

･全体事業費

約37億円

・整備内容

【整備済】

水環境整備 １箇所（浚渫・導水路）

水辺整備 ２箇所（低水護岸）

２

紀宝町

新宮市

和歌山県

三重県

【今回再評価】
池田港地区かわまちづくり

（H17～H34）

新宮川水辺プラザ（H13）

市田川浄化事業
（H3～H19）

浚渫

取水口
ゲート

揚水
ポンプ

浮
島
川

浮島の森

凡例

水環境整備

水辺整備

供用済

供用未

熊野灘



■整備後（H29.5）

２．事業の必要性等に関する視点 再評価

□事業の投資効果

水辺の整備に係る事業（池田港地区かわまちづくり）

□整備内容

□事業目的

・新宮市のまちづくりと連携し、池田港の歴史的価値（鵜殿の渡し跡）を保全した水辺整備により、熊野古道（川の参詣道）と
まちなかの歴史資源をつないだ水辺の利用推進を図る。

・低水護岸 L＝170ｍ ・護岸整備による治水上の安全性の向上。
・川舟下りの寄港地等としての水辺の利活用による熊野川周辺の地域活性化。

熊野川

(1/3)

かつての池田港の様子（Ｓ30年頃）

熊野川

船着場

□整備前

護岸 L=１７０ｍ

３熊野川

蓬莱山
蓬莱山

熊野川

■整備後（H29.1）

凡 例

歴史的な資源

世界遺産（川の参詣道）



再評価

４

・本地区については、平成26年度に護岸整備が完了。モニタリングを５年間実施し、平成31年度事業完了予定としていた。
・護岸整備のために設置した仮桟橋を平成26年度に撤去する予定であったが、紀伊半島大水害（平成23年）を受け、激甚災害
対策特別緊急事業（以下、激特事業）による河道掘削の土砂搬出に活用する必要が生じたため存置。
・そのため、整備済みの護岸施設（船着き場等）の利活用が不可。

・仮桟橋は激特事業による河道掘削が完了する今年度に撤去する予定。
・今後は、水辺利用など事業効果の発現状況を確認するため、モニタリング※を実施し、平成34年度事業完了予定。

２．事業の必要性等に関する視点 再評価(2/3)
水辺の整備に係る事業（池田港地区かわまちづくり）
□事業期間の変更

河道掘削

池田港

仮桟橋の撤去
【H26→H29に変更】

河道掘削土砂

土砂搬出

土砂搬出のため仮桟橋を存置

船着場

熊野川での河道掘削状況

河道掘削箇所

※施設の利用者数、イベント等の利用状況、施設改善の必要性の確認など



※総便益（Ｂ）、総費用（Ｃ）は社会的割引率4%を用いて、評価時点(平成29年度)で現在価値化。
※B/C （水辺整備事業および水系）算出のための総便益（Ｂ）は受益範囲の重複を考慮して算出。
※完了箇所（市田川浄化事業および新宮川水辺プラザ）の便益、費用について、総便益（B）、総費用（C)に計上している。
※池田港地区かわまちづくりの便益算出に用いた世帯数はH27国勢調査による。
※残事業のB/Cの算出については、本事業では残事業なしのため、省略。

２．事業の必要性等に関する視点

・事業期間の延長に伴い、費用対効果分析を実施。

・便益（B）：ＣＶＭ （仮想的市場評価法）により、受益範囲の住民を対象に無作為で配布したアンケートにより、

支払い意思額（WTP）を把握。WTPから年便益を求め、評価期間を考慮し、残存価値を付加して算出。

・費用（C）：事業に係る建設費および維持管理費で算出。

・水系全体のＢ／Ｃは１．３。

□事業の投資効果（費用対効果）

再評価(3/3)

５

名称

事業全体

総便益

(B)

総費用

(C)
B/C

新宮川総合水系環境整備事業 110億円 82億円 1.3

水環境改善に係る事業 83億円 69億円 1.2

水辺整備に係る事業 27億円 13億円 2.1

算出条件

水辺整備に係る事業

池田港地区かわまちづくり

評価時点 平成29年度

整備期間 平成17～29年度

評価期間 整備期間＋50年間

受益範囲 16km

受益世帯数 14,852世帯

配付数 1,500票

回答数 504票

回答率 34％

有効回答数 299票

有効回答率 59％

支払い意思額（WTP） 249円/月・世帯

再評価



３．関係自治体の意見等

■和歌山県知事

６

（平成29年10月19日付け 県総第10040001号）
新宮川総合水系環境整備事業は、歴史と文化を育んできた新宮市のまちづく
りに関わる重要な事業であり、対応方針（原案）のとおり事業継続が妥当と考え
ます。
なお、事業実施にあたっては、より一層のコスト縮減等に務め、一日も早い完
成をお願いします。



４．対応方針（原案）

新宮川総合水系環境整備事業は、事業の必要性等に関する視点に変更はなく、事業

の進捗の見込みの視点から継続が妥当であると判断できる。

事 業 継 続

７
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(様式－１) 

【概要】 

水系・河川名 新宮川水系（熊野川） 

事業名 新宮川総合水系環境整備事業 

事業主体 近畿地方整備局 

関連自治体 新宮市 

事業期間 
水環境の整備に係る事業 1991 年度～2007 年度（平成 3年度～平成 19 年度） 

水辺の整備に係る事業 2001 年度～2017 年度（平成 13 年度～平成 29 年度） 

基準(評価)年度 2017 年度（平成 29 年度） 

 

【費用】 

 建設費
（百万円）

維持管理費 
（百万円） 

合計
（百万円）

単純合計 
（実質価格） 

事業全体 3,743 718 4,461 

残事業 0 0 0 

整備内容別
（残事業を
含めた場合） 

水環境の整備に係る事業 2,898 672 3,569 

水辺の整備に係る事業 846 46 892 

基準年にお
ける現在価
格合計（C） 

事業全体 7,674 547 8,221 

残事業 0 0 0 

整備内容別
（残事業を
含めた場合） 

水環境の整備に係る事業 6,409 520 6,929 

水辺の整備に係る事業 1,265 28 1,293 

 

【便益】 

 便益 

供用年度 
（全体） 

水環境の整備に係る事業 2008 年度（平成 20 年度）

水辺の整備に係る事業 2018 年度（平成 30 年度）

供用年度の
単年度便益
（実質価格） 

事業全体 276 百万円

残事業 0 百万円

整備内容別（残事業を
含めた場合） 

水環境の整備に係る事業 194 百万円

水辺の整備に係る事業 87 百万円

残存価値 
（実質価格） 

事業全体 250 百万円

残事業 0 百万円

整備内容別（残事業を
含めた場合） 

水環境の整備に係る事業 195 百万円

水辺の整備に係る事業 55 百万円

基準年にお
ける現在価
値合計（B） 

事業全体 11,054 百万円

残事業 0 百万円

整備内容別（残事業を
含めた場合） 

水環境の整備に係る事業 8,315 百万円

水辺の整備に係る事業 2,739 百万円

 

【費用便益分析結果】 

費用便益比 
（CBR） 

事業全体 1.34 

残事業 ― 

整備内容別（残事業を
含めた場合） 

水環境の整備に係る事業 1.20 

水辺の整備に係る事業 2.12 
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(様式－２①) 

 

【費用便益算定シート】 

・新宮川総合水系環境整備事業（事業全体） 
 

 

基準（評価年度） 2017（H29）

供用年度 2018（H30）

社会的割引率 4%

［単位：百万円］
年度

計①＋②

t 西暦 和暦 換算係数 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

-26 1991 H3 1.021 2.772 0.0 0.0 0.0 0.0 19.5 19.9 55.2 0.0 0.0 0.0 19.5 19.9 55.2

-25 1992 H4 1.012 2.666 0.0 0.0 0.0 0.0 214.4 217.0 578.4 0.0 0.0 0.0 214.4 217.0 578.4

-24 1993 H5 1.015 2.563 0.0 0.0 0.0 0.0 429.0 435.4 1,116.1 0.0 0.0 0.0 429.0 435.4 1,116.1

-23 1994 H6 1.014 2.465 0.0 0.0 0.0 0.0 259.8 263.5 649.3 0.0 0.0 0.0 259.8 263.5 649.3

-22 1995 H7 1.018 2.370 0.0 0.0 0.0 0.0 151.0 153.7 364.2 0.0 0.0 0.0 151.0 153.7 364.2

-21 1996 H8 1.022 2.279 0.0 0.0 0.0 0.0 271.7 277.6 632.6 0.0 0.0 0.0 271.7 277.6 632.6

-20 1997 H9 1.017 2.191 0.0 0.0 0.0 0.0 325.5 331.0 725.3 0.0 0.0 0.0 325.5 331.0 725.3

-19 1998 H10 1.038 2.107 0.0 0.0 0.0 0.0 369.0 383.1 807.1 0.0 0.0 0.0 369.0 383.1 807.1

-18 1999 H11 1.049 2.026 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-17 2000 H12 1.051 1.948 0.0 0.0 0.0 0.0 61.9 65.1 126.8 9.5 10.0 19.5 71.4 75.1 146.3

-16 2001 H13 1.078 1.873 142.2 153.2 287.0 287.0 540.8 582.8 1,091.5 9.5 10.3 19.2 550.3 593.1 1,110.8

-15 2002 H14 1.093 1.801 205.9 225.1 405.3 405.3 236.5 258.5 465.5 9.8 10.7 19.2 246.3 269.2 484.7

-14 2003 H15 1.093 1.732 221.9 242.5 420.0 420.0 80.4 87.9 152.2 9.8 10.7 18.5 90.2 98.6 170.7

-13 2004 H16 1.088 1.665 227.4 247.5 412.1 412.1 4.8 5.2 8.7 9.8 10.6 17.7 14.6 15.8 26.4

-12 2005 H17 1.083 1.601 227.7 246.6 394.8 394.8 66.1 71.6 114.6 9.8 10.6 16.9 75.9 82.2 131.6

-11 2006 H18 1.071 1.539 230.0 246.4 379.2 379.2 35.4 38.0 58.4 9.8 10.5 16.1 45.2 48.4 74.5

-10 2007 H19 1.055 1.480 230.9 243.5 360.5 360.5 32.6 34.3 50.8 9.8 10.3 15.3 42.3 44.7 66.1

-9 2008 H20 1.024 1.423 232.0 237.5 338.1 338.1 21.5 22.0 31.4 9.8 10.0 14.2 31.3 32.0 45.6

-8 2009 H21 1.057 1.369 232.0 245.2 335.5 335.5 161.6 170.7 233.6 9.8 10.4 14.2 171.4 181.1 247.8

-7 2010 H22 1.056 1.316 232.0 244.9 322.3 322.3 55.9 59.0 77.7 10.0 10.6 13.9 66.0 69.6 91.6

-6 2011 H23 1.034 1.265 232.0 240.0 303.7 303.7 186.0 192.4 243.4 10.1 10.4 13.2 196.1 202.8 256.6

-5 2012 H24 1.051 1.217 232.0 244.0 296.8 296.8 71.0 74.6 90.8 32.2 33.8 41.2 103.2 108.5 132.0

-4 2013 H25 1.027 1.170 232.0 238.2 278.7 278.7 0.0 0.0 0.0 10.4 10.6 12.4 10.4 10.6 12.4

-3 2014 H26 0.994 1.125 232.0 230.8 259.6 259.6 0.0 0.0 0.0 10.4 10.3 11.6 10.4 10.3 11.6

-2 2015 H27 1.000 1.082 232.0 232.0 251.0 251.0 0.0 0.0 0.0 10.4 10.4 11.2 10.4 10.4 11.2

-1 2016 H28 1.000 1.040 232.0 232.0 241.3 241.3 0.0 0.0 0.0 10.4 10.4 10.8 10.4 10.4 10.8

0 2017 H29 1.000 1.000 232.0 232.0 232.0 232.0 0.0 0.0 0.0 10.4 10.4 10.4 10.4 10.4 10.4

1 2018 H30 1.000 0.962 276.4 276.4 265.8 265.8 10.4 10.4 10.0 10.4 10.4 10.0

2 2019 H31 1.000 0.925 276.4 276.4 255.6 255.6 10.4 10.4 9.6 10.4 10.4 9.6

3 2020 H32 1.000 0.889 276.4 276.4 245.7 245.7 10.4 10.4 9.2 10.4 10.4 9.2

4 2021 H33 1.000 0.855 276.4 276.4 236.3 236.3 32.3 32.3 27.6 32.3 32.3 27.6

5 2022 H34 1.000 0.822 276.4 276.4 227.2 227.2 10.4 10.4 8.5 10.4 10.4 8.5

6 2023 H35 1.000 0.790 276.4 276.4 218.5 218.5 10.4 10.4 8.2 10.4 10.4 8.2

7 2024 H36 1.000 0.760 276.4 276.4 210.1 210.1 10.4 10.4 7.9 10.4 10.4 7.9

8 2025 H37 1.000 0.731 276.4 276.4 202.0 202.0 10.4 10.4 7.6 10.4 10.4 7.6

9 2026 H38 1.000 0.703 276.4 276.4 194.2 194.2 10.4 10.4 7.3 10.4 10.4 7.3

10 2027 H39 1.000 0.676 276.4 276.4 186.7 186.7 10.4 10.4 7.0 10.4 10.4 7.0

11 2028 H40 1.000 0.650 276.4 276.4 179.6 179.6 10.4 10.4 6.7 10.4 10.4 6.7

12 2029 H41 1.000 0.625 276.4 276.4 172.7 172.7 10.4 10.4 6.5 10.4 10.4 6.5

13 2030 H42 1.000 0.601 276.4 276.4 166.0 166.0 10.4 10.4 6.2 10.4 10.4 6.2

14 2031 H43 1.000 0.577 276.4 276.4 159.6 159.6 32.3 32.3 18.6 32.3 32.3 18.6

15 2032 H44 1.000 0.555 276.4 276.4 153.5 153.5 10.4 10.4 5.8 10.4 10.4 5.8

16 2033 H45 1.000 0.534 276.4 276.4 147.6 147.6 10.4 10.4 5.5 10.4 10.4 5.5

17 2034 H46 1.000 0.513 276.4 276.4 141.9 141.9 10.4 10.4 5.3 10.4 10.4 5.3

18 2035 H47 1.000 0.494 276.4 276.4 136.5 136.5 10.4 10.4 5.1 10.4 10.4 5.1

19 2036 H48 1.000 0.475 276.4 276.4 131.2 131.2 10.4 10.4 4.9 10.4 10.4 4.9

20 2037 H49 1.000 0.456 276.4 276.4 126.2 126.2 10.4 10.4 4.7 10.4 10.4 4.7

21 2038 H50 1.000 0.439 276.4 276.4 121.3 121.3 10.4 10.4 4.5 10.4 10.4 4.5

22 2039 H51 1.000 0.422 276.4 276.4 116.6 116.6 10.4 10.4 4.4 10.4 10.4 4.4

23 2040 H52 1.000 0.406 276.4 276.4 112.2 112.2 10.4 10.4 4.2 10.4 10.4 4.2

24 2041 H53 1.000 0.390 276.4 276.4 107.8 107.8 32.3 32.3 12.6 32.3 32.3 12.6

25 2042 H54 1.000 0.375 276.4 276.4 103.7 103.7 10.4 10.4 3.9 10.4 10.4 3.9

26 2043 H55 1.000 0.361 276.4 276.4 99.7 99.7 10.4 10.4 3.7 10.4 10.4 3.7

27 2044 H56 1.000 0.347 276.4 276.4 95.9 95.9 10.4 10.4 3.6 10.4 10.4 3.6

28 2045 H57 1.000 0.333 276.4 276.4 92.2 92.2 10.4 10.4 3.5 10.4 10.4 3.5

29 2046 H58 1.000 0.321 276.4 276.4 88.6 88.6 10.4 10.4 3.3 10.4 10.4 3.3

30 2047 H59 1.000 0.308 276.4 276.4 85.2 85.2 10.4 10.4 3.2 10.4 10.4 3.2

31 2048 H60 1.000 0.296 276.4 276.4 81.9 81.9 10.4 10.4 3.1 10.4 10.4 3.1

32 2049 H61 1.000 0.285 276.4 276.4 78.8 78.8 10.4 10.4 3.0 10.4 10.4 3.0

33 2050 H62 1.000 0.274 276.4 276.4 75.8 75.8 10.4 10.4 2.8 10.4 10.4 2.8

34 2051 H63 1.000 0.264 276.4 276.4 72.9 18.9 4.8 77.6 32.3 32.3 8.5 32.3 32.3 8.5

35 2052 H64 1.000 0.253 233.5 233.5 59.2 59.2 10.1 10.1 2.6 10.1 10.1 2.6

36 2053 H65 1.000 0.244 233.5 233.5 56.9 56.9 10.1 10.1 2.5 10.1 10.1 2.5

37 2054 H66 1.000 0.234 233.5 233.5 54.7 54.7 10.1 10.1 2.4 10.1 10.1 2.4

38 2055 H67 1.000 0.225 233.5 233.5 52.6 52.6 10.1 10.1 2.3 10.1 10.1 2.3

39 2056 H68 1.000 0.217 233.5 233.5 50.6 50.6 10.1 10.1 2.2 10.1 10.1 2.2

40 2057 H69 1.000 0.208 233.5 233.5 48.6 194.6 39.0 87.6 10.1 10.1 2.1 10.1 10.1 2.1

41 2058 H70 1.000 0.200 44.4 44.4 8.9 8.9 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

42 2059 H71 1.000 0.193 44.4 44.4 8.5 8.5 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

43 2060 H72 1.000 0.185 44.4 44.4 8.2 8.2 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

44 2061 H73 1.000 0.178 44.4 44.4 7.9 7.9 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

45 2062 H74 1.000 0.171 44.4 44.4 7.6 7.6 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

46 2063 H75 1.000 0.165 44.4 44.4 7.3 7.3 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

47 2064 H76 1.000 0.158 44.4 44.4 7.0 7.0 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

48 2065 H77 1.000 0.152 44.4 44.4 6.8 6.8 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

49 2066 H78 1.000 0.146 44.4 44.4 6.5 6.5 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

50 2067 H79 1.000 0.141 44.4 44.4 6.2 36.5 4.9 11.2 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

15,049.7 15,224.7 11,005.0 250.0 48.7 11,053.7 3,594.3 3,743.3 7,673.8 708.2 717.7 547.2 4,302.5 4,461.0 8,221.0

B 11,053.7 百万円

C 8,221.0 百万円

B/C 1.34

B-C 2,832.7 百万円

5.56%

デフレー

ター
割引率

便　益（Ｂ） 費　用（Ｃ）

便益① 残存価値② 建設費③ 維持管理費④ 計③＋④

費用便益費

純現在価値

経済的内部収益率

整
備
期
間

施
設
完
成
後
の
評
価
期
間
（

5
0
年
）

合　　計

総便益

総費用
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(様式－２②) 

【費用便益算定シート】 

・新宮川総合水系環境整備事業（水環境の整備に係る事業） 

 
 

基準（評価年度） 2017（H29）

供用年度 2008（H20）

社会的割引率 4%

［単位：百万円］
年度

計①＋②

t 西暦 和暦 換算係数 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

-26 1991 H3 1.021 2.772 19.5 19.9 55.2 19.5 19.9 55.2

-25 1992 H4 1.012 2.666 214.4 217.0 578.4 214.4 217.0 578.4

-24 1993 H5 1.015 2.563 429.0 435.4 1,116.1 429.0 435.4 1,116.1

-23 1994 H6 1.014 2.465 259.8 263.5 649.3 259.8 263.5 649.3

-22 1995 H7 1.018 2.370 151.0 153.7 364.2 151.0 153.7 364.2

-21 1996 H8 1.022 2.279 271.7 277.6 632.6 271.7 277.6 632.6

-20 1997 H9 1.017 2.191 325.5 331.0 725.3 325.5 331.0 725.3

-19 1998 H10 1.038 2.107 369.0 383.1 807.1 369.0 383.1 807.1

-18 1999 H11 1.049 2.026 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-17 2000 H12 1.051 1.948 61.9 65.1 126.8 9.5 10.0 19.5 71.4 75.1 146.3

-16 2001 H13 1.078 1.873 142.2 153.2 287.0 287.0 307.2 331.1 620.1 9.5 10.3 19.2 316.8 341.4 639.3

-15 2002 H14 1.093 1.801 163.0 178.1 320.8 320.8 236.5 258.5 465.5 9.5 10.4 18.8 246.1 268.9 484.3

-14 2003 H15 1.093 1.732 179.0 195.6 338.7 338.7 80.4 87.9 152.2 9.5 10.4 18.0 90.0 98.3 170.2

-13 2004 H16 1.088 1.665 184.4 200.7 334.3 334.3 4.8 5.2 8.7 9.5 10.4 17.3 14.3 15.6 25.9

-12 2005 H17 1.083 1.601 184.8 200.1 320.4 320.4 33.5 36.3 58.1 9.5 10.3 16.5 43.1 46.6 74.7

-11 2006 H18 1.071 1.539 187.0 200.3 308.4 308.4 14.4 15.4 23.7 9.5 10.2 15.7 23.9 25.6 39.4

-10 2007 H19 1.055 1.480 188.0 198.3 293.5 293.5 16.3 17.2 25.4 9.5 10.0 14.9 25.8 27.2 40.3

-9 2008 H20 1.024 1.423 189.1 193.6 275.5 275.5 9.5 9.8 13.9 9.5 9.8 13.9

-8 2009 H21 1.057 1.369 189.1 199.8 273.4 273.4 9.5 10.1 13.8 9.5 10.1 13.8

-7 2010 H22 1.056 1.316 189.1 199.6 262.7 262.7 9.5 10.1 13.2 9.5 10.1 13.2

-6 2011 H23 1.034 1.265 189.1 195.6 247.5 247.5 9.5 9.9 12.5 9.5 9.9 12.5

-5 2012 H24 1.051 1.217 189.1 198.8 241.9 241.9 31.4 33.0 40.2 31.4 33.0 40.2

-4 2013 H25 1.027 1.170 189.1 194.1 227.1 227.1 9.5 9.8 11.4 9.5 9.8 11.4

-3 2014 H26 0.994 1.125 189.1 188.1 211.5 211.5 9.5 9.5 10.7 9.5 9.5 10.7

-2 2015 H27 1.000 1.082 189.1 189.1 204.5 204.5 9.5 9.5 10.3 9.5 9.5 10.3

-1 2016 H28 1.000 1.040 189.1 189.1 196.7 196.7 9.5 9.5 9.9 9.5 9.5 9.9

0 2017 H29 1.000 1.000 189.1 189.1 189.1 189.1 9.5 9.5 9.5 9.5 9.5 9.5

1 2018 H30 1.000 0.962 189.1 189.1 181.8 181.8 9.5 9.5 9.2 9.5 9.5 9.2

2 2019 H31 1.000 0.925 189.1 189.1 174.8 174.8 9.5 9.5 8.8 9.5 9.5 8.8

3 2020 H32 1.000 0.889 189.1 189.1 168.1 168.1 9.5 9.5 8.5 9.5 9.5 8.5

4 2021 H33 1.000 0.855 189.1 189.1 161.6 161.6 31.4 31.4 26.9 31.4 31.4 26.9

5 2022 H34 1.000 0.822 189.1 189.1 155.4 155.4 9.5 9.5 7.8 9.5 9.5 7.8

6 2023 H35 1.000 0.790 189.1 189.1 149.5 149.5 9.5 9.5 7.5 9.5 9.5 7.5

7 2024 H36 1.000 0.760 189.1 189.1 143.7 143.7 9.5 9.5 7.2 9.5 9.5 7.2

8 2025 H37 1.000 0.731 189.1 189.1 138.2 138.2 9.5 9.5 7.0 9.5 9.5 7.0

9 2026 H38 1.000 0.703 189.1 189.1 132.9 132.9 9.5 9.5 6.7 9.5 9.5 6.7

10 2027 H39 1.000 0.676 189.1 189.1 127.8 127.8 9.5 9.5 6.4 9.5 9.5 6.4

11 2028 H40 1.000 0.650 189.1 189.1 122.8 122.8 9.5 9.5 6.2 9.5 9.5 6.2

12 2029 H41 1.000 0.625 189.1 189.1 118.1 118.1 9.5 9.5 6.0 9.5 9.5 6.0

13 2030 H42 1.000 0.601 189.1 189.1 113.6 113.6 9.5 9.5 5.7 9.5 9.5 5.7

14 2031 H43 1.000 0.577 189.1 189.1 109.2 109.2 31.4 31.4 18.2 31.4 31.4 18.2

15 2032 H44 1.000 0.555 189.1 189.1 105.0 105.0 9.5 9.5 5.3 9.5 9.5 5.3

16 2033 H45 1.000 0.534 189.1 189.1 101.0 101.0 9.5 9.5 5.1 9.5 9.5 5.1

17 2034 H46 1.000 0.513 189.1 189.1 97.1 97.1 9.5 9.5 4.9 9.5 9.5 4.9

18 2035 H47 1.000 0.494 189.1 189.1 93.3 93.3 9.5 9.5 4.7 9.5 9.5 4.7

19 2036 H48 1.000 0.475 189.1 189.1 89.8 89.8 9.5 9.5 4.5 9.5 9.5 4.5

20 2037 H49 1.000 0.456 189.1 189.1 86.3 86.3 9.5 9.5 4.3 9.5 9.5 4.3

21 2038 H50 1.000 0.439 189.1 189.1 83.0 83.0 9.5 9.5 4.2 9.5 9.5 4.2

22 2039 H51 1.000 0.422 189.1 189.1 79.8 79.8 9.5 9.5 4.0 9.5 9.5 4.0

23 2040 H52 1.000 0.406 189.1 189.1 76.7 76.7 9.5 9.5 3.9 9.5 9.5 3.9

24 2041 H53 1.000 0.390 189.1 189.1 73.8 73.8 31.4 31.4 12.3 31.4 31.4 12.3

25 2042 H54 1.000 0.375 189.1 189.1 70.9 70.9 9.5 9.5 3.6 9.5 9.5 3.6

26 2043 H55 1.000 0.361 189.1 189.1 68.2 68.2 9.5 9.5 3.4 9.5 9.5 3.4

27 2044 H56 1.000 0.347 189.1 189.1 65.6 65.6 9.5 9.5 3.3 9.5 9.5 3.3

28 2045 H57 1.000 0.333 189.1 189.1 63.1 63.1 9.5 9.5 3.2 9.5 9.5 3.2

29 2046 H58 1.000 0.321 189.1 189.1 60.6 60.6 9.5 9.5 3.1 9.5 9.5 3.1

30 2047 H59 1.000 0.308 189.1 189.1 58.3 58.3 9.5 9.5 2.9 9.5 9.5 2.9

31 2048 H60 1.000 0.296 189.1 189.1 56.1 56.1 9.5 9.5 2.8 9.5 9.5 2.8

32 2049 H61 1.000 0.285 189.1 189.1 53.9 53.9 9.5 9.5 2.7 9.5 9.5 2.7

33 2050 H62 1.000 0.274 189.1 189.1 51.8 51.8 9.5 9.5 2.6 9.5 9.5 2.6

34 2051 H63 1.000 0.264 189.1 189.1 49.8 49.8 31.4 31.4 8.3 31.4 31.4 8.3

35 2052 H64 1.000 0.253 189.1 189.1 47.9 47.9 9.5 9.5 2.4 9.5 9.5 2.4

36 2053 H65 1.000 0.244 189.1 189.1 46.1 46.1 9.5 9.5 2.3 9.5 9.5 2.3

37 2054 H66 1.000 0.234 189.1 189.1 44.3 44.3 9.5 9.5 2.2 9.5 9.5 2.2

38 2055 H67 1.000 0.225 189.1 189.1 42.6 42.6 9.5 9.5 2.1 9.5 9.5 2.1

39 2056 H68 1.000 0.217 189.1 189.1 41.0 41.0 9.5 9.5 2.1 9.5 9.5 2.1

40 2057 H69 1.000 0.208 189.1 189.1 39.4 194.6 39.0 78.4 9.5 9.5 2.0 9.5 9.5 2.0

10,683.6 10,827.5 8,276.0 194.6 39.0 8,314.9 2,794.9 2,897.8 6,408.9 662.2 671.5 519.7 3,457.1 3,569.3 6,928.5

B 8,314.9 百万円

C 6,928.5 百万円

B/C 1.20

B-C 1,386.4 百万円

4.93%

デフレー

ター
割引率

便　益（Ｂ） 費　用（Ｃ）

便益① 残存価値② 建設費③ 維持管理費④ 計③＋④

費用便益費

純現在価値

経済的内部収益率

整
備
期
間

部
分
供
用
期
間

施
設
完
成
後
の
評
価
期
間
（

5
0
年
）

合　　計

総便益

総費用
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(様式－２④) 

【費用便益算定シート】 

・新宮川総合水系環境整備事業（水辺の整備に係る事業） 

 

 

基準（評価年度） 2017（H29）

供用年度 2018（H30）

社会的割引率 4%

［単位：百万円］
年度

計①＋②

t 西暦 和暦 換算係数 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

-16 2001 H13 1.078 1.873 233.6 251.7 471.4 233.6 251.7 471.4

-15 2002 H14 1.093 1.801 42.9 46.9 84.5 84.5 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 0.5 0.2 0.3 0.5

-14 2003 H15 1.093 1.732 42.9 46.9 81.3 81.3 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 0.5 0.2 0.3 0.5

-13 2004 H16 1.088 1.665 42.9 46.7 77.8 77.8 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 0.4 0.2 0.3 0.4

-12 2005 H17 1.083 1.601 42.9 46.5 74.5 74.5 32.6 35.3 56.5 0.2 0.3 0.4 32.8 35.5 56.9

-11 2006 H18 1.071 1.539 42.9 46.0 70.8 70.8 21.0 22.5 34.7 0.2 0.3 0.4 21.3 22.8 35.1

-10 2007 H19 1.055 1.480 42.9 45.3 67.0 67.0 16.3 17.2 25.4 0.2 0.3 0.4 16.5 17.4 25.8

-9 2008 H20 1.024 1.423 42.9 44.0 62.6 62.6 21.5 22.0 31.4 0.2 0.2 0.4 21.8 22.3 31.7

-8 2009 H21 1.057 1.369 42.9 45.4 62.1 62.1 161.6 170.7 233.6 0.3 0.3 0.4 161.9 171.0 234.0

-7 2010 H22 1.056 1.316 42.9 45.3 59.7 59.7 55.9 59.0 77.7 0.5 0.5 0.7 56.4 59.6 78.4

-6 2011 H23 1.034 1.265 42.9 44.4 56.2 56.2 186.0 192.4 243.4 0.6 0.6 0.7 186.5 192.9 244.1

-5 2012 H24 1.051 1.217 42.9 45.2 54.9 54.9 71.0 74.6 90.8 0.8 0.8 1.0 71.7 75.4 91.8

-4 2013 H25 1.027 1.170 42.9 44.1 51.6 51.6 0.0 0.0 0.0 0.8 0.9 1.0 0.8 0.9 1.0

-3 2014 H26 0.994 1.125 42.9 42.7 48.0 48.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.8 0.9 0.8 0.8 0.9

-2 2015 H27 1.000 1.082 42.9 42.9 46.4 46.4 0.0 0.0 0.0 0.8 0.8 0.9 0.8 0.8 0.9

-1 2016 H28 1.000 1.040 42.9 42.9 44.7 44.7 0.0 0.0 0.0 0.8 0.8 0.9 0.8 0.8 0.9

0 2017 H29 1.000 1.000 42.9 42.9 42.9 42.9 0.0 0.0 0.0 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

1 2018 H30 1.000 0.962 87.3 87.3 84.0 84.0 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

2 2019 H31 1.000 0.925 87.3 87.3 80.7 80.7 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

3 2020 H32 1.000 0.889 87.3 87.3 77.6 77.6 0.8 0.8 0.7 0.8 0.8 0.7

4 2021 H33 1.000 0.855 87.3 87.3 74.6 74.6 0.8 0.8 0.7 0.8 0.8 0.7

5 2022 H34 1.000 0.822 87.3 87.3 71.8 71.8 0.8 0.8 0.7 0.8 0.8 0.7

6 2023 H35 1.000 0.790 87.3 87.3 69.0 69.0 0.8 0.8 0.7 0.8 0.8 0.7

7 2024 H36 1.000 0.760 87.3 87.3 66.4 66.4 0.8 0.8 0.6 0.8 0.8 0.6

8 2025 H37 1.000 0.731 87.3 87.3 63.8 63.8 0.8 0.8 0.6 0.8 0.8 0.6

9 2026 H38 1.000 0.703 87.3 87.3 61.4 61.4 0.8 0.8 0.6 0.8 0.8 0.6

10 2027 H39 1.000 0.676 87.3 87.3 59.0 59.0 0.8 0.8 0.6 0.8 0.8 0.6

11 2028 H40 1.000 0.650 87.3 87.3 56.7 56.7 0.8 0.8 0.5 0.8 0.8 0.5

12 2029 H41 1.000 0.625 87.3 87.3 54.5 54.5 0.8 0.8 0.5 0.8 0.8 0.5

13 2030 H42 1.000 0.601 87.3 87.3 52.4 52.4 0.8 0.8 0.5 0.8 0.8 0.5

14 2031 H43 1.000 0.577 87.3 87.3 50.4 50.4 0.8 0.8 0.5 0.8 0.8 0.5

15 2032 H44 1.000 0.555 87.3 87.3 48.5 48.5 0.8 0.8 0.5 0.8 0.8 0.5

16 2033 H45 1.000 0.534 87.3 87.3 46.6 46.6 0.8 0.8 0.4 0.8 0.8 0.4

17 2034 H46 1.000 0.513 87.3 87.3 44.8 44.8 0.8 0.8 0.4 0.8 0.8 0.4

18 2035 H47 1.000 0.494 87.3 87.3 43.1 43.1 0.8 0.8 0.4 0.8 0.8 0.4

19 2036 H48 1.000 0.475 87.3 87.3 41.4 41.4 0.8 0.8 0.4 0.8 0.8 0.4

20 2037 H49 1.000 0.456 87.3 87.3 39.9 39.9 0.8 0.8 0.4 0.8 0.8 0.4

21 2038 H50 1.000 0.439 87.3 87.3 38.3 38.3 0.8 0.8 0.4 0.8 0.8 0.4

22 2039 H51 1.000 0.422 87.3 87.3 36.8 36.8 0.8 0.8 0.4 0.8 0.8 0.4

23 2040 H52 1.000 0.406 87.3 87.3 35.4 35.4 0.8 0.8 0.3 0.8 0.8 0.3

24 2041 H53 1.000 0.390 87.3 87.3 34.1 34.1 0.8 0.8 0.3 0.8 0.8 0.3

25 2042 H54 1.000 0.375 87.3 87.3 32.8 32.8 0.8 0.8 0.3 0.8 0.8 0.3

26 2043 H55 1.000 0.361 87.3 87.3 31.5 31.5 0.8 0.8 0.3 0.8 0.8 0.3

27 2044 H56 1.000 0.347 87.3 87.3 30.3 30.3 0.8 0.8 0.3 0.8 0.8 0.3

28 2045 H57 1.000 0.333 87.3 87.3 29.1 29.1 0.8 0.8 0.3 0.8 0.8 0.3

29 2046 H58 1.000 0.321 87.3 87.3 28.0 28.0 0.8 0.8 0.3 0.8 0.8 0.3

30 2047 H59 1.000 0.308 87.3 87.3 26.9 26.9 0.8 0.8 0.3 0.8 0.8 0.3

31 2048 H60 1.000 0.296 87.3 87.3 25.9 25.9 0.8 0.8 0.2 0.8 0.8 0.2

32 2049 H61 1.000 0.285 87.3 87.3 24.9 24.9 0.8 0.8 0.2 0.8 0.8 0.2

33 2050 H62 1.000 0.274 87.3 87.3 23.9 23.9 0.8 0.8 0.2 0.8 0.8 0.2

34 2051 H63 1.000 0.264 87.3 87.3 23.0 18.9 4.8 27.8 0.8 0.8 0.2 0.8 0.8 0.2

35 2052 H64 1.000 0.253 44.4 44.4 11.2 11.2 0.6 0.6 0.2 0.6 0.6 0.2

36 2053 H65 1.000 0.244 44.4 44.4 10.8 10.8 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

37 2054 H66 1.000 0.234 44.4 44.4 10.4 10.4 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

38 2055 H67 1.000 0.225 44.4 44.4 10.0 10.0 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

39 2056 H68 1.000 0.217 44.4 44.4 9.6 9.6 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

40 2057 H69 1.000 0.208 44.4 44.4 9.2 9.2 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

41 2058 H70 1.000 0.200 44.4 44.4 8.9 8.9 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

42 2059 H71 1.000 0.193 44.4 44.4 8.5 8.5 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

43 2060 H72 1.000 0.185 44.4 44.4 8.2 8.2 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

44 2061 H73 1.000 0.178 44.4 44.4 7.9 7.9 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

45 2062 H74 1.000 0.171 44.4 44.4 7.6 7.6 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

46 2063 H75 1.000 0.165 44.4 44.4 7.3 7.3 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

47 2064 H76 1.000 0.158 44.4 44.4 7.0 7.0 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

48 2065 H77 1.000 0.152 44.4 44.4 6.8 6.8 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

49 2066 H78 1.000 0.146 44.4 44.4 6.5 6.5 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

50 2067 H79 1.000 0.141 44.4 44.4 6.2 36.5 4.9 11.2 0.6 0.6 0.1 0.6 0.6 0.1

4,366.1 4,397.2 2,729.0 55.4 9.7 2,738.7 799.4 845.5 1,264.9 45.9 46.2 27.6 845.4 891.6 1,292.5

B 2,738.7 百万円

C 1,292.5 百万円

B/C 2.12

B-C 1,446.3 百万円

10.50%

デフレー

ター
割引率

便　益（Ｂ） 費　用（Ｃ）

便益① 残存価値② 建設費③ 維持管理費④ 計③＋④

整
備
期
間

経済的内部収益率

施
設
完
成
後
の
評
価
期
間
（

5
0
年
）

合　　計

総便益

総費用

費用便益費

純現在価値
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 (様式－３①) 

 

【算出説明書】（水環境の整備に係る事業） 

事業概要 

事業目的 

熊野川の支川である市田川は、新宮市の市街地を流れる延長4.8㎞の河川であ

り、民家が近接し、生活と密接した河川であるが、流域の都市化に伴い水質が

悪化した。 

その水質の悪化した市田川及び浮島川のBOD値を、環境基準の10mg/l以下とな

るように水質改善を行うものである。 

事業内容 

（事業箇所図）

・熊野川本川から取水するための取水口、堤外導水路及びポンプアップのための

揚水機場、市田川・浮島川に導水するための堤内導水路からなる。 

・熊野川右岸距離標 3.4km＋20.0m（新宮市相筋地先） 

 

施設名 内  容 事業主体 

取水口 B4.0m×H2.26m 

国土交通省 
堤外導水路 B1.25m×H1.0m×L820m 

揚水機場 0.5m3/s×2 台 

堤内導水路 径 1.0m×L930m 

浮島川導水路 径 0.8m×L360m 

和歌山県 市田川導水路 径 0.6m×L130m 

浮島の森揚水ポンプ 0.03m3/s 

 

・機械掘削、ポンプ浚渫及びポンプ圧送により、8,330 ㎥の底泥を浚渫。 

水環境の整備に係る事業整備箇所位置図 

 

H23.8

直轄管理区間 

L=1750m

L=490m

L=2000m
 国       

  県 
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 (様式－３②) 

【算出説明書】（水環境の整備に係る事業） 

費用便益比の算定根拠 

便
益 

評価手法 CVM 

便益計測期間 平成 13 年度～平成 69 年度（事業完了から 50 年） 

年便益 

○年平均便益額 

・既事業：189 百万円（＝385 円/月･世帯×104.7/108.3×12 ヶ月×48,554

世帯×0.872） 

※平成 23 年に実施した CVM による WTP をデフレータで換算 

※効果に対する直轄事業の寄与率を県事業費との比率で設定（0.872） 

○残存価値（現在価値）：39 百万円 

○総便益Ｂ 

・既事業：総便益 B＝Σ単年度便益額／(1＋0.04)n＋残存価値＝8,315 百万円

※世帯数は平成 17 年国勢調査に基づく 

評価範囲 

（評価範囲図） 

○便益範囲：新宮市、那智勝浦町、太地町、古座川町、北山村、串本町、

旧本宮町（現田辺市）、旧大塔村（現田辺市）、熊野市、御浜町、紀宝

町、十津川村（事業箇所から距離帯別の認知度及び利用頻度の関係を分

析し、便益範囲（30 ㎞圏域）を設定） 

○世帯数：48,554 世帯 

○配布回収方法：郵送 

○アンケート票数： 

事業分野 世帯数 配布数 
回収数 

（回収率）

支払意思額(WTP)の有効

回答数（有効回答率）

水環境の整備

に係る事業 

48,554 

世帯 

1,030 

世帯 

278 部 

（27.0％）

212 部 

（76.3％） 

 

 

費
用 

建設費 
・事業全体：2,898 百万円（平成 3年度～平成 19 年度） 

※デフレータを考慮した実質価格 

維持管理費 

・事業全体：672 百万円 

（過去の実績の操作委託、点検及び運転費用を元に設定。維持管理費は平

成 12 年度から平成 69 年度まで計上） 

※デフレータを考慮した実質価格 

総費用 ・事業全体：建設費+∑年間維持管理費／(1＋0.04)n＝6,929 百万円 

費用便益比（B/C） 事業全体：1.20 

田辺市

十津川村

熊野市

新宮市

古座川町

町

尾鷲市

み町

串本町

那智勝浦町

下北山村

御浜町

紀宝町

北山村

太地町

旧大塔村

旧本宮町
旧中辺路町

事業箇所

市田川浄化事業の
便益範囲 30 ㎞ 

30 ㎞ 
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(様式－３③) 

 

【算出説明書】（水辺の整備に係る事業） 

事業概要 

事業目的 

新宮川水辺プラザ整備事業は新宮市による丹鶴城公園整備と連携して、親

水性及び文化財の保全を図る、親水護岸を整備するものである。 

また、池田港地区かわまちづくり整備事業は新宮市の地域計画と連携し、

護岸整備により安全性・親水性の向上を図るとともに、まちづくりと一体と

なった「歴史・文化の川づくり」に関する水辺空間を整備するものである。 

 

事業内容 

（事業箇所図） 

・新宮川水辺プラザ整備事業：親水性護岸（捨石護岸Ｌ＝70ｍ、捨石 8,400 ㎥）

・池田港地区かわまちづくり整備事業：池田地区の護岸整備（Ｌ＝170ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水辺の整備に係る事業整備箇所位置図 

新宮川水辺ﾌﾟﾗｻﾞ整備事業

熊野川 

池田港地区かわまちづくり整備事業 
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(様式－３④) 

【算出説明書】（水辺の整備に係る事業） 

費用便益比の算定根拠 

便
益 

評価手法 CVM 

便益計測期間 平成 14 年度～平成 79 年度（事業完了から 50 年） 

年便益 

○年平均便益額： 

・既事業［新宮川水辺プラザ整備事業］ 

＝43 百万円（＝236 円/月･世帯×104.7/108.3×12 ヶ月×15,685 世帯） 

※平成 23 年に実施した CVM による WTP をデフレータで換算 

既事業［池田港地区かわまちづくり整備事業］ 

＝44 百万円（＝249 円/月･世帯×12 ヶ月×14,852 世帯） 

※平成 29 年に実施した CVM による 

○残存価値（現在価値）： 

・既事業：10 百万円 

○総便益Ｂ 

・既事業：総便益B＝Σ単年度便益額／(1＋0.04)n＋残存価値＝2,739百万円 

※新宮川水辺プラザ整備事業の世帯数は平成 17 年国勢調査に基づく 

※池田港地区かわまちづくり整備事業の世帯数は平成 27 年国勢調査に基づく 
※上記は、各事業の便益範囲の重複を避けるため、便益を算定する際の世帯数

を、16 ㎞圏域の世帯数の 1/2 ずつとしたもの 

評価範囲 

（評価範囲図） 

○便益範囲：新宮市、那智勝浦町、太地町、熊野市、御浜町、紀宝町（事業

箇所から距離帯別の利用頻度及び認知度の関係を分析し、便益範囲（新宮

川水辺プラザ整備事業 16 ㎞、池田港地区かわまちづくり整備事業 16 ㎞を

設定） 

○世帯数：新宮川水辺プラザ整備事業 15,685 世帯、池田港地区かわまちづく

り整備事業 14,852 世帯 

○配布回収方法：郵送 

○アンケート票数： 

事業分野 世帯数 配布数
回収数

（回収率）
支払意思額(WTP)の有効
回答数（有効回答率）

新宮川水辺プラザ
整備事業 

15,685
世帯 

1,600
世帯 

504 部
（31.5％）

351 部 
（69.6％） 

池田港地区かわま
ちづくり整備事業

14,852
世帯 

1,500
世帯 

504 部
（33.6％）

299 部 
（59.3％） 

 

 

 

費
用 

建設費 
・事業全体：846 百万円（平成 13 年度～平成 29 年度） 

※デフレータを考慮した実質価格

維持管理費 

・事業全体：46 百万円 

（過去の紀南河川国道事務所での河川管理実績を元に設定。維持管理費は平

成 14 年度から平成 79 年度まで計上） ※デフレータを考慮した実質価格 

総費用 ・事業全体：建設費+∑年間維持管理費／(1＋0.04)n＝1,293 百万円 

費用便益比（B/C） 事業全体：2.12 

※新宮川水辺プラザ整備事業の世帯数は平
成 17 年国勢調査に基づく 

※池田港地区かわまちづくり整備事業の世帯
数は平成 27 年国勢調査に基づく 

※上記は、各事業の便益範囲の重複を避ける
ため、便益を算定する際の世帯数を、16 ㎞
圏域の世帯数の 1/2 ずつとしたもの 

熊野市

新宮市

古座川町

那智勝浦町

御浜町

紀宝町

北山村

太地町

旧本宮町

新宮川水辺プラザ整備
事業の便益範囲 16 ㎞

池田港地区かわまちづくり
整備事業の便益範囲 16 ㎞ 

事業箇所
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(様式－３⑤) 

【算出説明書】（新宮川総合水系環境整備事業） 

費用便益比の算定根拠 

便
益 

評価手法 CVM 

総便益 ・事業全体：総便益B＝Σ単年度便益額／(1＋0.04)n＋残存価値＝11,054百万円 

費
用 

建設費 
・事業全体：3,743 百万円 

※デフレータを考慮した実質価格 

維持管理費 
・事業全体：718 百万円 

※デフレータを考慮した実質価格 

総費用 ・事業全体：建設費+∑年間維持管理費／(1＋0.04)n＝8,221 百万円 

費用便益比

（B/C） 
事業全体：1.34 
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河川事業

事業名

                     ※　（　　）欄に残事業費、全体事業費の別を記入すること。

評価年度 平成29年度

 ※　評価の種類(新規事業採択時評価、再評価、完了後の事後評価）の別を記入すること。

区分 費目 工種 単位 数量
金額

（百万円）
備考

工事費 式 2,812

本工事費 式 1 2,812

浚渫 千m3 8.3 614 市田川浄化

導水路 m 1,750 1,647 　　　〃

護岸 m 70 184 新宮川水辺プラザ

護岸 m 170 367 池田港地区かわまちづくり

用地費及補償費 式 9

用地費 式 1 9

補償費 式

間接経費 式 1 527

工事諸費 式 1 382

事業費　計 式 1 3,730

維持管理費 式 1 760 H12～H79

※１　事業費については、事業の執行状況を踏まえて再評価ごとに適宜見直すこと。

※４　備考欄に、一式計上している工種の内容等を記載すること。

事業費の内訳書

再評価

※２　「工種」及び「金額」については、原則、治水経済調査マニュアル（案）に準拠して記載すること。

※３　上記によらないものについては、過去の類似の実績等に基づき記載すること。

新宮川総合水系環境整備事業（全体事業費）





（別紙）
（再評価）

【河川事業】

紀の川総合水系環境整備事業 事業継続

新宮川総合水系環境整備事業 事業継続

【道路事業】

一般国道４２号田辺西バイパス 事業継続

【港湾事業】

日高港塩屋地区国際物流ターミナル
整備事業

事業継続

※貴職の意見を踏まえ、近畿地方整備局事業評価監視委員会へ諮る対応方針（原案）を作
成するためのものです。

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

※貴職の意見を踏まえ、近畿地方整備局事業評価監視委員会へ諮る対応方針（原案）を作
成するためのものです。

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

※貴職の意見を踏まえ、近畿地方整備局事業評価監視委員会へ諮る対応方針（原案）を作
成するためのものです。






